第７回講習会

固定資産以外の会計方針及び連結財務書類（１）

2009.10.14

船戸　明

【1】 固定資産以外の会計方針

（1） 金融資産

1 有価証券

《内容》・満期保有目的有価証券と満期保有目的以外の有価証券に区分

　　 ・満期保有目的有価証券は、原則、償却原価法。市場価格あるものの価格が３０％以上下落した場合、時価評価

　　 ・満期保有目的以外の有価証券で、市場価格のあるものは、時価評価。

　　 ・満期保有目的以外の有価証券で、市場価格のないものは、取得原価または償却原価。ただし、財政状態の悪化により実質価額が３０％以上下落した場合、相当の減額を行う。

2 出資金

《内容》・市場価格のある出資金は、時価評価。

　　 ・市場価格のない出資金は、出資金額で評価。ただし、財政状態の悪化により出資金価値が３０％以上下落した場合、相当の減額を行う。

（2） 引当金

1 貸倒引当金

《内容》・個々の債権の事情により見積もり。過去３年の実績でもＯＫ。

2 賞与引当金

《内容》・１２～５月勤務の賞与を６月に支給する場合、１２～３月分を賞与引当金として計上。

3 退職給付引当金

《内容》・退職手当のうち、既に労働提供が行われている部分を計上。

　　 ・期末時点の全職員要支給額をベースに計算。
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（3） 【参考】資本的支出と修繕費


【2】 連結財務書類総論

（1） 連結財務書類の作成目的

《手引》　　①資産の状況、負債・純資産の状況

　　　　　　②行政サービス提供に要したコストや資金収支の状況

　　　　　　③財務情報の透明性の向上、住民への説明責任

《問題点》　①連結の目的議論が不十分

　　　　　　②連結の必要性議論が不十分

　　　　　　③民間で数十年の歴史を経て定着した連結を、初年度フル導入

《論点》　　①夕張問題など、出納整理期間とも関連させた議論が必要なはず

　　　　　　②そもそも発想が違う法人・団体の会計基準を統一できるのか

　　　　　　③資産・債務の全体像が必要なのは理解できるとして、フロー取引の連結に何の意味があるのか

　　　　　　④手引き各所で、簡便法を容認

《結論》　　連結で大事なのはBS（資産・債務）です。
（2） 連結対象となる会計・団体・法人の考え方

《手引》　　①地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体に該当するか否か

　　　　　　②地方公共団体の関与の下で、密接な関連を有する業務を行っている「ア　地方独立行政法人、イ　一部事務組合・広域連合、ウ　地方三公社、エ　第３セクター等」が連結対象

《問題点》　「関連業務」基準という、あいまいな基準

《結論》　　連結対象の判断は全て実質です。全ての事例を手引に書くのは不可能なので、各自治体での個別判断しかありません。
（3） 新地方公会計モデルにおける連結の手法

《手引》　　①連結対象となる会計・団体・法人には、それぞれの特性に応じた固有の会計基準がある

　　　　　　②固有の会計基準の趣旨を尊重しつつ、資産・債務改革への対応の観点から普通会計の財務書類に揃えるために可能な限り調整を行うことを基本的な方針

　　　　　　③その上で、必要な組替、所要の連結修正、純計処理を行う。

《問題点》　①民間企業は各国の会計基準相違はあるものの「利益追求」という共通目的あり。

　　　　　　②そもそも発想が違う会計基準の統一は意義も薄く、手間も膨大。

《結論》　　財務書類の組替、会計基準の統一が終われば、連結手続は終わったも同然です。
【3】 連結対象法人等の範囲と連結の方法

（1） 手引の対象範囲

	会計等
	会計基準
	財務書類の名称
	手引

	普通会計
	
	単体　ｏｒ

地方公共団体全体
	連結
	

	収益事業等
	
	
	
	

	法非適用公営事業会計
	
	
	
	

	法適用公営事業会計
	地方公営企業法の財務規定等
	
	
	手引の対象範囲

	一部事務組合・広域連合
	
	
	
	

	地方独立行政法人
	地方独立行政法人会計基準
	
	
	

	土地開発公社
	土地開発公社経理基準要綱
	
	
	

	地方道路公社
	地方道路公社法、同施行規則
	
	
	

	地方住宅供給公社
	地方住宅供給公社会計基準
	
	
	

	公益法人
	公益法人会計基準
	
	
	

	社会福祉法人
	社会福祉法人会計基準
	
	
	

	株式会社
	会社計算規則等
	
	
	


（2） 連結対象ごとの結論及び判断基準

	対象先
	結論
	判断基準

	
	原則
	例外
	持分
	ヒト
	モノ
	カネ
	権限

	（１）地方公共団体
	全て連結対象
	
	
	
	
	
	

	（２）地方独立行政法人
	①全て連結対象

②地方独立行政法人の特定関連会社も連結対象
	
	
	
	
	○
	○

	（３）一部事務組合・広域連合
	①全て連結対象

②総合事務組合などが行う退職手当事務以外の業務
	①経費負担割合及び負担金額が僅少

②退職手当組合で、一定の要件に該当する場合（実質的に普通会計で連結したと同等の効果）
	○
	
	
	○
	

	（４）地方三公社
	全て連結対象
	
	○
	
	
	○
	○

	（５）第３セクター等
	①出資比率５０％以上：連結対象

②同２５％以上５０％未満：「実質的に主導的な立場を確保」で連結対象

③同２５％未満：「実質的に主導的な立場を確保」で連結対象
	
	○
	○
	○
	○
	○

	（６）第３セクター等の子会社
	地方公共団体及び１又は２以上の連結対象法人等があわせて

①５０％以上：連結対象

②５０％未満：「実質的に主導的な立場を確保」で連結対象
	
	○
	○
	○
	○
	○


	対象先
	結論
	判断基準

	
	原則
	例外
	持分
	ヒト
	モノ
	カネ
	権限

	（７）社会福祉法人
	①出資比率５０％以上：連結対象

②同５０％未満：「実質的に主導的な立場を確保」で連結対象
	
	○
	○
	○
	○
	○

	（８）共同設立の地方独立行政法人・地方三公社
	実質的に主導的な立場を確保している地方公共団体が全部連結
	左記地方公共団体が特定できない場合、出資比率等に応じて比例連結
	
	
	
	○
	○

	（９）財産区
	連結対象外
	
	
	
	
	
	○

	（１０）地方共同法人
	連結対象外
	
	○
	
	
	
	


（3） 出資比率と「実質的に主導的な立場」

《手引》　　①連結の範囲は、出資比率＋実質判断

　　　　　　②実質判断は、企業会計における支配力基準を参考に、個々の実態に即して地方公共団体において判断

　　　　　　③具体的には次のようなケース





１　資金調達額の総額の過半（５０％超）を占めている場合

２　意思決定機関の構成員の過半数を行政からの派遣職員が占める場合

３　第３セクター等への補助金が、当該第３セクター等の収益の大部分を占める場合

４　第３セクター等との間に重要な委託契約が存在する場合

５　実質的には地方公共団体の意思決定に従って業務運営が行われている場合
《論点》　　①そもそも持分概念のない法人の出資比率は、どう判断するか

　　　　　　②「出資」には、株式会社の出資の外、民法法人でいう寄付財産等出えん、一般財団法人に対する財産の拠出も含まれるという解説もあるが、仮にそうだとして、実務的にはどう判断するか。

《結論》　　出資比率の計算は自治法にも規定がなく、各地方自治体が判断するしかありません。同様に、「実質的に主導的な立場」の判断も、各地方自治体が判断するしかありません。つまり手引以上の解説を求めるのは困難です。
（4） 全部連結、比例連結、持分法（一行連結）

《手引》　　①基本は全部連結

　　　　　　②一部事務組合等、一部のケースで比例連結

　　　　　　③利益追求を目的としない地方公共団体の第３セクター等では持分法の考え方はなじまない

《例示》　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産（持分）　　６００

　　　　　　　　　　　　　６０％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産（固定資産）１００、利益１０


	連結ＢＳ項目
	全部連結
	比例連結
	持分法

	資産－持分
	―
	―
	＋６

	資産―固定資産
	＋１００
	＋６０
	―

	純資産
	＋６
	＋６
	＋６


《結論》　　持分法を採用しないのは地方自治体が利益追求を目的としないからではありません。持分法を採用してしまうと、資産の全体像が見えないからです。
【4】 連結決算日

《結論》　　３／３１です。決算日が異なることによる重要な差異は調整します（ＱＡ）。
【5】 連結作業手順の概要

《結論》　　①連結対象法人等の決定

②法定決算書類の取寄せ又は個別財務書類の作成
③法定決算書類の読替（組替）
④法定決算書類の連結修正①（資産・負債等の修正）
⑤法定決算書類の連結修正②（出納整理期間中の現金受払の調整）
⑥純計処理（単純合算と内部取引の相殺消去）
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